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様式第５ 法第48条第１項第６号関係（地域森林計画区域の変更関係） 

 

森林法第５条第１項の規定によりたてられた 

地域森林計画の対象とする森林の区域の変更に関する事項 
 
（注）森林法の特例措置（地域森林計画区域の変更）を必要とする場合に記載すること。 
 
復興整備計画に記載する事項 

 

久慈・閉伊川森林計画区 

                          単位 ha       

区  分 変更前森林面積 変更後森林面積 備  考 

総  数 241,346 241,347  

市
町
村
別
内
訳 

宮 古 市 82,590 82,590  

山 田 町 10,009 10,010 0.39ha 

岩 泉 町 61,168 61,168  

田野畑村 11,865 11,865  

久 慈 市 42,242 42,242  

洋 野 町 22,703 22,703  

野 田 村 5,033 5,033  

普 代 村 5,736 5,736  

注1 市町村別に記載するほか、森林計画区ごとに変更前と変更後の森林面積の合計を記載する。 

注2 地域森林計画の対象とする森林の区域は森林計画図において表示する区域内の民有林とする旨記載す

る。 

注3 単位未満を四捨五入しているため、変更前後の森林面積及び市町村別内訳の合計と総数は一致しないこ

とがある。  

 

添付書類 

「地域森林計画及び国有林の地域別の森林計画に関する事務の取扱いの運用について」

（平成 12 年 5 月 8 日付け 12 林野計第 188 号林野庁長官通知）の附録第 6号により作成し

た変更する区域に係る森林計画図。 
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様式 5 添付書類 変更する区域に係る森林計画図 

織笠地区 防災集団促進事業 第１団地 

除外 編入 摘要

第１団地 0.20 0.59 計画変更に伴う除外・編入
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様式第５－２ 法第48条第１項第6号関係（地域森林計画区域の変更の協議関係） 

 

森林法第５条第１項の規定によりたてられた 

地域森林計画の対象とする森林の区域の変更に関する事項 
 
（注）森林法の特例措置（地域森林計画区域の変更）を必要とする場合に記載すること。 
 
協議に関する事項 

単位 ha 

所    在 復興整備事業の 

名称及び種類 
面   積 備  考 

市町村 大字 字 地番 

山田町 織笠 第12地割 3-1他 
織笠地区防災集団移転

促進事業 
拡大0.39ha 

事業区域11.5ha 

うち対象森林 

拡大0.59ha  

縮小0.20ha  

注1 地域森林計画区域の変更を要する土地の範囲は、復興整備事業の実施により、森林を他の用途に供する

箇所又は他の用途の土地を森林とする箇所とする。 

注2 所在欄は復興整備事業の実施区域ごとに地域森林計画区域の変更を行う箇所の所在を記載する。 

注3 復興整備事業の名称及び種類欄には実施する復興整備事業の名称及び種類を記載する。 

注4 面積欄には、事業区域のうち、地域森林計画区域の変更を行う面積を記載する。なお、面積は、小数第

２位まで記載し、第３位以下を四捨五入すること。 

注5 備考欄には、事業区域のうち地域森林計画の対象とする森林の面積などその他必要な事項を記載する。 

 

添付書類 

１ 復興整備事業の名称及び種類を明示した実施区域及び地域森林計画区域の変更

を要する土地の区域を記載した森林計画図 

２ 土地の形質の変更を行う区域、施設又は工作物の種類ごとの位置が記載された

図面（森林を他の用途に供する場合に限る。） 

３  復興整備事業に関する事項が記載された書面 
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様式 5-2 添付書類 1 復興整備事業の名称及び種類を明示した実施区域及び地域森林計画区域の 

           変更を要する土地の区域を記載した森林計画図 

織笠地区 防災集団促進事業 第１団地 

除外 編入 摘要

第１団地 0.20 0.59 計画変更に伴う除外・編入



 
 

16

 

様式 5-2 添付書類 2 

土地の形質の変更を行う区域、施設又は工作物の種類ごとの位置が記載された図面 
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添付書類 

３ 復興整備事業に関する事項が記載された書面 

  

織笠地区防災集団移転促進事業 (4)-A                

名   称 織笠地区防災集団移転促進事業 

位   置 山田町 織笠 

面   積 11.5ha（12.1ha） 

住
宅
施
設
、
特
定
業
務
施
設
又
は
公
益
的
施
設 

及
び
公
共
施
設
の
位
置
及
び
規
模 

住宅施設 3.7ha(5.2ha) 

 

備

考

第 1 団地 151 戸（223 戸） 

個人住宅：129 戸（223 戸） 

災害公営住宅：戸建 22 戸（0 戸） 

第 2 団地   0 戸（29 戸） 

個人住宅： 0 戸（29 戸） 

災害公営住宅：戸建 0 戸（0 戸） 

特定業務施設 ―  

公益的施設 7.8ha(6.9ha) 広場等 

公
共
施
設 

道路 

種別 名称 幅員 面積 備考

住宅団地内道路

等 区画道路
6.0m～4.0m 

（12.0ｍ） 

3,165ｍ(3,703m)

 2.2ha(2.9ha) 
 

幅員 6.0ｍ～4.0ｍの区画道路を適宜配置する。 

公園及び緑地等 

種別 名称 面積 備考 

広場 公園、緑地 5.3ha(4.0ha)  

公共用地 コミュニティセンター 0.3ha( －ha)  

住環境の保全とコミュニティー形成に配慮して、住宅用地と公益的

施設用地の間に公園を配置する。 

地区周辺部に森林を保全するとともに、法面緑化により緑地として

整備する。 

その他の公共施設 

下水道 ①雨水：地区内の造成高さを加味して流出量の調整をして

下流域の小河川へ分散して放流する。 

    ②汚水：山田町公共下水道に接続する。 

上水道 山田町上水道により区域全体に給水する。 

小計 7.8ha(6.9ha) 

「区域、住宅施設、特定業務施設又は公益的施設及び公共施設の位置は計画図表示通り」 

理由 

 本地区の臨海部には新たに既往第 2 位の津波を想定した防潮堤を設置する計画であるが、今回と同じ

規模の津波が襲った場合には防潮堤を越流し被災する事が津波シミュレーション結果から想定される。

したがって、この浸水区域は住民の居住に適当でないと認められるため、地区内住民の移転を行うもの

である 

 

 


